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旧
射
撃
場
は
元
村
保

育
園
、
滝
沢
小
学
校
、
滝
沢

中
学
校
な
ど
の
教
育
施
設

に
隣
接
す
る
有
効
利
用
で

き
る
場
所
で
あ
り
ま
す
。

　

今
後
の
取
得
に
向
け
た

進
捗
状
況
を
伺
い
ま
す
。

　

9
月
か
ら
３
个
月
間

の
申
請
期
間
が
設
け
ら
れ

ま
す
。
12
月
か
ら
盛
岡
財
務

事
務
所
の
審
査
を
経
て
、
売

却
の
手
続
き
が
進
め
ら
れ

ま
す
。

　

当
該
用
地
に
つ
い
て
村

と
し
て
有
効
に
利
用
で
き

る
よ
う
努
力
し
て
ま
い
り

ま
す
。

　

8
0
0
人
を
超
え
る

二
つ
の
小
学
校
を
抱
え
る

本
村
に
お
い
て
、
教
育
環
境

の
適
正
化
整
備
と
、
盛
岡
市

へ
の
教
育
委
託
な
ど
総
合

的
に
検
討
、
計
画
を
し
て
い

く
べ
き
で
は
な
い
か
。

　

教
室
が
足
り
な
い
鵜

飼
小
学
校
、
滝
沢
小
学
校
で

は
、
プ
レ
ハ
ブ
教
室
で
対
処

す
る
こ
と
と
計
画
し
て
お

り
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
本
年
７
月
の
文

部
科
学
省
よ
り
教
育
環
境

に
つ
い
て
、
40
人
学
級
を
35

人
学
級
を
基
本
と
す
る
提

言
を
受
け
、
学
校
新
設
に
向

け
検
討
を
進
め
て
ま
い
り

ま
す
。

村
の
観
光
資
源
を

　
　
　
　
全
国
に
発
信

　

本
年
２
月
に
村
の
史

跡
に
指
定
を
し
た
、
八
幡
館

山
遺
跡
で
は
２
０
０
点
に

の
ぼ
る
11
世
紀
の
土
器
が

発
見
さ
れ
て
い
る
。

　

岩
手
の
古
代
史
を
考
え

る
上
で
、
平
泉
藤
原
氏
へ
と

連
な
る
安
倍
氏
・
清
原
氏

の
重
要
さ
は
言
う
ま
で
も

な
い
。
紫
波
町
で
は
日
詰
氏

の
関
係
で
平
泉
と
連
携
を

進
め
て
い
ま
す
。

　

滝
沢
村
で
も
連
携
を
図

る
べ
き
で
は
な
い
か
。

　

24
年
４
月
か
ら
６
月

に
か
け
て
行
わ
れ
る
※

デ
ィ

ス
テ
ィ
ネ
ー
シ
ョ
ン
キ
ャ
ン

ペ
ー
ン
に「
チ
ャ
グ
チ
ャ
グ

馬
コ
」
と
他
の
村
観
光
資
源

も
併
せ
て
全
国
に
発
信
を

し
て
行
き
た
い
と
考
え
て

お
り
ま
す
。

・
特
色
あ
る
滝
沢
ら
し
さ
の
教

育
に
つ
い
て

・
高
齢
者
の
為
の
介
護
施
設
は

確
保
さ
れ
て
い
る
か

・
子
宮
頸
が
ん
ワ
ク
チ
ン
接
種

に
つ
い
て

　

村
は
県
内
一
の
長
寿

を
誇
っ
て
い
ま
す
が
健
康

寿
命
を
延
ば
し
自
分
ら
し

く
暮
ら
す
た
め
の
対
策
は
。

　

介
護
予
防
に
重
点
を

お
き
、
パ
ワ
ー
リ
ハ
ビ
リ
教

室
・
脳
い
き
い
き
教
室
・
い

き
い
き
栄
養
教
室
な
ど
の

介
護
予
防
教
室
を
開
催
し

啓
発
し
て
い
ま
す
。

　

高
齢
の
た
め
車
を
運

転
し
な
く
な
り
、
加
え
て
近

く
の
お
店
が
閉
店
す
る
事

は
深
刻
な
問
題
で
す
。

　

ま
す
ま
す
増
加
す
る
買

物
弱
者
へ
の
対
応
は
医
療

や
福
祉
と
同
様
に
命
を
支

え
る
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン
と
考

え
る
べ
き
で
す
が
対
策
は
。

　

福
祉
バ
ス
や
患
者
輸

送
バ
ス
も
含
め
て
高
齢
者

の
方
々
が
移
動
し
や
す
い

交
通
手
段
の
構
築
に
務
め

ま
す
。
新
設
さ
れ
た
交
通
政

策
課
と
関
係
部
署
・
機
関

と
も
連
携
し
て
進
め
ま
す
。

食
育
の
推
進
に
つ
い
て

　

学
校
給
食
で
は
毎
月

の
献
立
に
児
童
生
徒
の
希

望
献
立
が
入
っ
て
い
て
大

変
良
い
試
み
で
す
が
、
マ
ン

ネ
リ
化
も
見
ら
れ
ま
す
。

　

村
民
か
ら
、
お
す
す
め
献

立
、
郷
土
料
理
、
季
節
料
理

な
ど
を
広
く
募
集
し
て
給

食
に
変
化
を
つ
け
る
考
え

は
な
い
か
。

　

各
学
校
で
は
、

学
校
行
事
の
一
環
と

し
て
試
食
会
を
実
施

し
て
い
ま
す
。
そ
の
際

保
護
者
か
ら「
我
が
家

の
料
理
」の
項
目
を
含
め
た

ア
ン
ケ
ー
ト
を
取
り
、
一
般

の
方
々
の
ご
意
見
を
学
校

給
食
に
反
映
さ
せ
る
よ
う

務
め
て
お
り
ま
す
。

　

学
校
給
食
を
食
育
の

粋
を
結
集
し
た
モ
デ
ル
と

捉
え
、
希
望
す
る
一
般
の
人

に
試
食
の
機
会
を
作
れ
な

い
か
。

　

現
在
の
と
こ
ろ
考
え

て
お
り
ま
せ
ん
。

　

毎
月
19
日
は
食
育
の

日
で
す
が
認
知
度
は
ま
だ

ま
だ
で
す
。
こ
れ
ま
で
の
取

り
組
み
は
。

　

庁
舎
前
に
幟
旗
を

掲
げ
る
と
と
も
に
、
リ
ー
フ

レ
ッ
ト
を
全
戸
配
布
し
て

お
り
ま
す
。

問問

問

問問

問

問問

答

答

答答

答

答

答答

旧
射
撃
場
跡
地
の

　
　
　
　

確
実
な
取
得
は

健
康
寿
命
を
延
ば
す

　
　

た
め
の
支
援
策
は

財
務
省
盛
岡
財
務
事
務
所
と

　
　
協
議
を
し
準
備
を
す
る

各
種
の
介
護
予
防
教
室
を

開
催
し
て
啓
発
し
て
い
ま
す

山 谷　仁議員

佐藤 美喜子議員

新志会

新志会

そ
の
他
の
質
問

※
「
デ
ィ
ス
テ
ィ
ネ
ー
シ
ョ
ン

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
と
は
」　

J
R
グ
ル
ー
プ
旅
客
6
社
と

指
定
さ
れ
た
自
治
体
、
地
元

の
観
光
事
業
者
等
が
協
働
で

実
施
す
る
大
型
観
光
キ
ャ
ン

ペ
ー
ン
。

15

総務常任委員会　活動報告
■調 査 日／平成22年7月20（火）～ 22日(木) 

■調査事項／（1）地方自治体における
　　　　　　　　　　　　　事業仕分けについて
　　　　　　　　山梨県都留市、神奈川県寒川町
 　（2）自治基本条例について
 　　　山梨県都留市、神奈川県愛川町
　　　　　　　　神奈川県寒川町、東京都杉並区　

委 員 長 斉藤　健二
副委員長 柳村　　一
委　　員 佐藤　澄子
 武田　猛見
 遠藤　秀鬼
 鎌田　　忍
 黒沢　明夫

（１）地方自治体における事業仕分けについて

（２）自治基本条例について

　住民ニーズの多様化と行政のス
リム化が求められている中、今ま
で全て行政が担ってきた公共を、
地域に関することは地域のみんな
で担っていくという新しい公共を
育てるという点では、行政におけ
る事業仕分けは有効な政策と考え
る。また、行政サービスについて
「そもそも論」を議論することは有
意義なことと考える。
　行政の事業仕分けは、今まで
行っていた多種多様な事業につい
て、外部の考え方を入れて評価す
ることにより、事業そのものの本
質、必要性や実施主体がどこかな
ど、仕分けることによって一定の

評価が出ており、有効性が実証さ
れている。しかし、仕分け対象とす
べき事業の絞込みや仕分け人の選
考など、課題もある。　行政の「先
例主義、前例踏襲主義」は、立案事
業の趣旨、目的、また実施におい
て、住民の具体的な意見、反論が取
り入れられず、また、サービスを受
け手である住民への説明責任が十
分果たされないものである。
　事業の必要性や実施方法を公開
の場で、かつ外部の視点を入れて
の見直し、いわゆる事業仕分け作
業によって、事業のあり方や無駄
の削減が図られ、その結果を予算
編成の参考とすることにより、住

民が税金の使い方を知ることがで
きると同時に、行政改革にも繋が
ると考える。本村は、経営品質等で
実績があり、行政改革が推進され
ているが、本村にあった手法での
導入を検証をすることは必要と考
える。

　自治基本条例制定の目的は、住
民による民主的な自治体運営と質
の高い政策実現を目指し、自治体
の理念や基幹的な制度、原則を総
合的、体系的に整備することであ
る。自治基本条例は、住民の憲法で
あるという性格を持つ以上、住民
の意見を十二分に反映させる必要
がある。また、策定に当たっては、
原案策定の過程からより多くの住
民の参画を求め、行政主導ではな
く住民主体で検討期間を十分確保

する必要がある。施行後は、審議会
を設置し、見直しに関する検討が
必要である。
　自治基本条例を自治体の最高規
範とするときに、現在ある条例や
今後の計画や条例制定との整合性
を図る必要がある。制定に当たっ
ては、必要性をどこにおいて進め
るかが重要であり、条例の必要性
を問いながら条例制定の是非を含
めて慎重に検討するべきと考える。
以上のことから、本村では住民投

票条例が先行しており、自治基本
条例ありきではなく、村の特性、実
状を活かし、住民理解の下に住民
参画、住民主導での取り組みが重
要であり、住民の関心が低い中で
の策定は、決して急ぐべきではな
いと考える。先ずは、委員の公募、
パブリックコメント、住民公益活
動の支援、まちづくりの推進など、
協働によるまちづくりのルールの
策定を先行するべきと考える。

▲山梨県都留市での調査活動




